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(57)【要約】
【課題】負荷追従時においても、原子炉の熱出力および
温度を一定にして炉内構造物の熱応力の発生を低減し且
つタービン発電系の高い発電効率を維持することが可能
な、コジェネレーション高温ガス炉システムを提供する
ことを課題とする。
【解決手段】原子炉２の熱を、熱利用系３とタービン発
電系４で消費するコジェネレーション高温ガス炉システ
ム１であって、原子炉２、熱利用系３へ熱を供給する熱
交換器７、及びタービン発電系４の順に、原子炉２の冷
却材であるガスが循環する冷却材循環経路５と、タービ
ン発電系４に流入するガスの温度が第一の制御目標値を
保つように、原子炉２と熱交換器７をバイパスするバイ
パス経路を流れるガスの流量を調整する第一の制御手段
ＢＣＶ－１と、原子炉２から流出するガスの温度が第二
の制御目標値を保つように、冷却材循環経路内のガスの
インベントリを調整する第二の制御手段ＩＣＶ－１と、
を備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　原子炉の熱を、熱利用系とタービン発電系で消費するコジェネレーション高温ガス炉シ
ステムであって、
　前記原子炉、前記熱利用系へ熱を供給する熱交換器、及び前記タービン発電系の順に、
原子炉の冷却材であるガスが循環する冷却材循環経路と、
　前記タービン発電系に流入するガスの温度が第一の制御目標値を保つように、前記原子
炉と前記熱交換器をバイパスするバイパス経路を流れるガスの流量を調整する第一の制御
手段と、
　前記原子炉から流出するガスの温度が第二の制御目標値を保つように、前記冷却材循環
経路内のガスのインベントリを調整する第二の制御手段と、を備える、
　コジェネレーション高温ガス炉システム。
【請求項２】
　前記熱利用系および前記タービン発電系が消費する熱量が、前記原子炉が出力する熱量
と均衡するように、前記熱利用系および前記タービン発電系のうち何れか一方の消費熱量
の変動に応じて何れか他方の消費熱量を調整する第三の制御手段を更に備える、
　請求項１に記載のコジェネレーション高温ガス炉システム。
【請求項３】
　前記第二の制御手段は、前記タービン発電系の電気出力と前記冷却材循環経路のガスの
圧力との相関関係を規定したマップに従うように前記冷却材循環経路内のガスのインベン
トリを調整して、前記原子炉から流出するガスの温度を前記第二の制御目標値に保つ、
　請求項１または２に記載のコジェネレーション高温ガス炉システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、コジェネレーション高温ガス炉システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　高温ガス炉を熱源とし、熱、電気および水素を併産可能なコジェネレーションシステム
は、実用化に向けた研究開発が日本や米国を始め世界各国で進められている。また、カザ
フスタンなどの開発途上国においても導入が検討されている（例えば、特許文献１－３を
参照）。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００３】
【非特許文献１】JAEA's VHTR for Hydrogen and Electricity Cogeneration: GTHTR300C
, Nuclear Engineering and Technology, Vol.39, No.1, pp. 9-20, 2007.
【非特許文献２】Next Generation Nuclear Plant Pre-Conceptual Design Report, INL/
EXT-07-12967, pp. 38, 40-41, 2007.
【非特許文献３】Examination on Small-Sized Cogeneration HTGR for Developing Coun
tries, JAEA-Technology 2008-019, 2007.
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　太陽光発電や風力発電といった自然エネルギーを利用する電源が急速に普及している先
進国や、電力網の整備が進んでいない開発途上国の発電所は、電力や熱需要の変動に迅速
に追従した運転を行なう必要に迫られている。しかし、高温ガス炉は、熱容量が大きいた
め、原子炉内の温度変化が緩慢であることから原子炉出口温度を迅速に変更できない。ま
た、急激に原子炉の温度を変化させる場合に、炉内構造物で発生する熱応力が問題となる
。加えて、タービンに流入するガスの温度変動は、タービンのエネルギー変換効率の低下
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を招く虞がある。
【０００５】
　そこで、本願は、負荷追従時においても、原子炉の熱出力および温度を一定にして炉内
構造物の熱応力の発生を低減し且つタービン発電系の高い発電効率を維持することが可能
な、コジェネレーション高温ガス炉システムを提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題を解決するため、本発明は、原子炉および熱利用系をバイパスする冷却材のバ
イパス流量および冷却材のインベントリを制御することにより、負荷追従時においても、
原子炉の熱出力および温度を一定とする定格出力運転を維持しつつ、タービン発電系の運
転条件を一定に保つことにした。これにより、炉内構造物の熱応力の発生が低減し且つタ
ービン発電系の高い発電効率を維持することができる。
【０００７】
　詳細には、原子炉の熱を、熱利用系とタービン発電系で消費するコジェネレーション高
温ガス炉システムであって、前記原子炉、前記熱利用系へ熱を供給する熱交換器、及び前
記タービン発電系の順に、原子炉の冷却材であるガスが循環する冷却材循環経路と、前記
タービン発電系に流入するガスの温度が第一の制御目標値を保つように、前記原子炉と前
記熱交換器をバイパスするバイパス経路を流れるガスの流量を調整する第一の制御手段と
、前記原子炉から流出するガスの温度が第二の制御目標値を保つように、前記冷却材循環
経路内のガスのインベントリを調整する第二の制御手段と、を備える。
【０００８】
　このコジェネレーション高温ガス炉システムにおいては、タービン発電系に流入するガ
スの温度が第一の制御手段によって一定に制御され、原子炉から流出するガスの温度が第
二の制御手段によって一定に制御される。ここで、第一の制御目標値は、タービン発電系
に流入するガスの温度の制御目標値であり、例えば、タービン発電系の発電効率が最も高
くなる値である。また、第二の制御目標値は、原子炉から流出するガスの温度の制御目標
値であり、例えば、原子炉が定格出力で運転している際の原子炉出口温度である。
【０００９】
　このコジェネレーション高温ガス炉システムによれば、原子炉の出力を保ったままの状
態で、熱利用系における熱需要や電力系統における電力需要の変動に追従しても、原子炉
の出口温度とタービンの入口温度が一定に保たれることで、炉内構造物の過渡的な熱応力
の発生やガスタービン発電系の発電効率の低下を防ぐことができる。
【００１０】
　なお、前記コジェネレーション高温ガス炉システムは、前記熱利用系および前記タービ
ン発電系が消費する熱量が、前記原子炉が出力する熱量と均衡するように、前記熱利用系
および前記タービン発電系のうち何れか一方の消費熱量の変動に応じて何れか他方の消費
熱量を調整する第三の制御手段を更に備えるものであってもよい。
【００１１】
　コジェネレーション高温ガス炉システムがこのような第三の制御手段を備えていれば、
原子炉の熱が熱利用系とタービン発電系によって過不足なく消費されるので、冷却材循環
経路を循環する冷却材が過熱しない。
【００１２】
　また、前記第二の制御手段は、前記タービン発電系の電気出力と前記冷却材循環経路の
ガスの圧力との相関関係を規定したマップに従うように前記冷却材循環経路内のガスのイ
ンベントリを調整して、前記原子炉から流出するガスの温度を前記第二の制御目標値に保
つようにしてもよい。このマップは、負荷変動に追従して第一の制御手段によるバイパス
経路の流量調整が行なわれても、原子炉から流出する冷却材の温度が一定になるように、
電気出力とガスの圧力との相関関係を規定したものであり、例えば、負荷変動に追従する
場合でも原子炉を通過するガスの質量流量が一定になるように相関関係を規定している。
【００１３】
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　第二の制御手段がインベントリをこのようなマップに基づいて調整すれば、負荷変動に
対する追従性が改善されるので、第一の制御手段によるバイパス経路の流量調整が行なわ
れても、原子炉から流出するガスの温度の過渡的な変動を抑制できる。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明に係るコジェネレーション高温ガス炉システムであれば、原子炉の熱出力および
温度を一定にして炉内構造物の熱応力の発生を低減し且つタービン発電系の高い発電効率
を維持することが可能になる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】第一実施形態に係るコジェネレーション高温ガス炉システムの構成図である。
【図２】コジェネレーション高温ガス炉システムの各プロセス値の変化やＩＣＶ－１、Ｂ
ＣＶ－１の動作の流れを示す図である。
【図３】熱利用系とガスタービン発電系の熱負荷が変動した場合の、コジェネレーション
高温ガス炉システムのプロセス値の変化を示したグラフである。
【図４】第二実施形態に係るコジェネレーション高温ガス炉システムの構成図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、本願発明の実施形態について説明する。以下に示す実施形態は、本願発明の一態
様であり、本願発明の技術的範囲を限定するものではない。
【００１７】
　図１は、第一実施形態に係るコジェネレーション高温ガス炉システム（以下、高温ガス
炉システム１という）の構成を示す。高温ガス炉システム１は、核分裂により冷却材（以
下、一次冷却材という）を加熱する原子炉２、原子炉２の熱の一部を利用する熱利用系３
、及び原子炉２の熱エネルギーで発電するタービン発電系４を備える。熱利用系３は、一
次冷却系５と二次冷却系６との間で熱交換を行うプロセス熱交換器７を介して、原子炉２
の熱の一部を得る。熱利用系３としては、例えば、水素製造プロセス若しくはその他の各
種プロセスを適用できる。
【００１８】
　なお、本願でいうコジェネレーションとは、原子炉の熱を熱利用系とタービン発電系へ
同時に供給することをいう。また、本願でいう高温ガス炉とは、ガスを冷却材とし、冷却
材の原子炉出口温度が７００℃以上の原子炉をいう。
【００１９】
　原子炉２は、黒鉛を減速材とするガス冷却炉であり、被覆燃料粒子内の二酸化ウランを
核分裂させて熱を発生する。原子炉２は、熱や放射線に対する安定性が高く、化学的にも
不活性で取り扱いが容易なヘリウムガスによって冷却される。
【００２０】
　原子炉２の出力は、炉心を構成する数十から数百体の燃料体の中に分散配置された数十
体の制御棒を上下に動かすと変動する。高温ガス炉システム１が定格運転中においては、
原子炉出力制御系が、原子炉２を出た一次冷却材の温度（以下、原子炉出口温度という）
及び中性子計装の計測量に基づいて各制御棒の位置を自動的に調整することにより、原子
炉２の出力を一定に保つ。
【００２１】
　プロセス熱交換器７は、一次冷却系５の原子炉２の出口側に設置される熱交換器である
。プロセス熱交換器７は、例えば、二次冷却系の冷却材（以下、二次冷却材という）がヘ
リウムガスであれば中間熱交換器を適用し、二次冷却材が水であれば蒸気発生器を適用す
ることができる。中間熱交換器としては、例えば、一次冷却材が胴側を流れ、二次冷却材
が管側を流れるヘリカルコイル型の熱交換器などがある。
【００２２】
　ガスタービン発電系４は、タービン８、発電機９、圧縮機１０、再生熱交換器１１、及
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び冷却器１２を備える。タービン８は、一次冷却材を作動流体とする閉サイクルガスター
ビンであり、原子炉２から流れる高温で高圧の一次冷却材が膨張する際にタービン翼が得
る回転力により、交流の発電機９とターボ型の圧縮機１０を駆動する。一次冷却材は、タ
ービン８を通過する過程で約半分程度の圧力まで降圧する。発電機９から出力される電力
は、大部分が主変圧器で適当な電圧に昇圧された後に電力系統へ送られ、一部が所内変圧
器で適当な電圧に降圧された後に所内で消費される。タービン８から排気される一次冷却
材は、圧縮機１０の圧縮効率を高めるために冷却器１２で冷却された後に、圧縮機１０で
約２倍程度の圧力まで昇圧される。圧縮機１０で昇圧された一次冷却材は、システム全体
の熱効率を高めるために再生熱交換器１１でタービン８の排気によって加熱された後に、
原子炉２へ再び送られる。なお、ガスタービン発電系４は、タービン８、圧縮機１０、再
生熱交換器１１あるいは冷却器１２を複数備えていてもよい。
【００２３】
　高温ガス炉システム１は、上述した機器の他に、ヘリウムガス純化系、炉心冷却系、燃
料破損検出系、放射性廃棄物処理系、燃料取扱系、放射線モニタ系、建屋換気系、ユーテ
ィリティ系といった各種の系統を備え、且つ、重要度に応じて多重化されることにより、
原子炉施設およびその周辺の安全が十分に確保されている。
【００２４】
　ところで、高温ガス炉システム１は、熱利用系３へ熱を供給すると共に、電力系統へ電
力を供給するコジェネレーション型のシステムである。よって、熱利用系３の熱需要ある
いは電力系統の電力需要の変化に対応できるシステム構成が必要である。これに対応する
方策としては、例えば、熱利用系３の熱需要あるいは電力系統の電力需要の変化に応じて
原子炉２の出力を変更することが考えられる。しかし、熱容量の大きさに起因する原子炉
２の緩慢な温度特性や、炉内構造物に発生する熱応力の影響などに鑑みると、原子炉２の
出力は一定に保たれることが望ましい。
【００２５】
　そこで、高温ガス炉システム１は、熱利用系３の熱需要あるいは電力系統の電力需要が
変化しても、原子炉２の出力、タービン８に流入する一次冷却材の温度（以下、タービン
入口温度という）、及び熱利用系３とガスタービン発電系４が消費する熱の総量を一定に
保つことができるよう、インベントリ調整弁ＩＣＶ－１およびバイパス流量調節弁ＢＣＶ
－１を一次冷却系５に設けている。ＩＣＶ－１の先には、一次冷却材を回収したり注入す
るヘリウムガスを蓄えるヘリウムガスの貯蔵設備が設けられている。
【００２６】
　なお、ここでいう電力系統の電力需要の変化とは、比較的緩慢な日負荷変動や季節負荷
変動を意図しており、系統事故等に起因する電力負荷の系統脱落といった急峻な電力需要
の変動は意図していない。ＩＣＶ－１およびＢＣＶ－１は、熱利用系３の熱需要あるいは
電力系統の電力需要が緩慢に変化しながらガスタービン発電系４と熱利用系３のヒートバ
ランスが変更される場合に、原子炉２の出力およびタービン８に流入する一次冷却材の温
度（以下、タービン入口温度という）を所定の制御目標値に保つ目的で設置される。この
制御目標値は、ガスタービン発電系４の発電効率が最も高くなるときのタービン入口温度
である。
【００２７】
　ＩＣＶ－１は、電力需要に応じて一次冷却材のインベントリを調整する弁であり、発電
機９の出力を上げる場合には一次冷却系５内にヘリウムガスを注入し、発電機９の出力を
下げる場合には一次冷却系５内の冷却材を排出する。一次冷却系５内にヘリウムガスが注
入されると、一次冷却材の質量流量が増加する。また、一次冷却系５内の冷却材が排出さ
れると、一次冷却材の質量流量が減少する。よって、一次冷却材のインベントリを電力需
要に応じて調整することにより、原子炉２を通過する一次冷却材の質量流量が一定に保た
れ、原子炉２の出口温度が所定の制御目標値に保たれる。この制御目標値は、原子炉２が
定格出力で運転しているときの原子炉出口温度である。
【００２８】
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　また、ＢＣＶ－１は、原子炉２およびプロセス熱交換器７をバイパスする経路にある開
度調整可能な弁であり、タービン入口温度が一定になるように、原子炉２およびプロセス
熱交換器７をバイパスする一次冷却材の流量を調整する。ＢＣＶ－１は、一次冷却系５の
流量の４分の１程度の容量を有する。熱利用系３における熱需要が減少すると、プロセス
熱交換器７の交換熱量が減少する。ＢＣＶ－１が無いと、プロセス熱交換器７の交換熱量
が減少した場合に、プロセス熱交換器７を出た一次冷却材の温度が上昇してタービン入口
温度が上昇する。そこで、ＢＣＶ－１は、タービン入口温度が設定値を上回る場合は開動
作し、タービン入口温度が設定値を下回る場合は閉動作する。ＢＣＶ－１が開くと、プロ
セス熱交換器７を出た一次冷却材よりも温度の低い、再生熱交換器１１を出た原子炉２へ
流入する低温の一次冷却材の一部が、プロセス熱交換器７を出たタービン８へ流入する高
温の一次冷却材に注入される。よって、ＢＣＶ－１を開くことにより、タービン入口温度
が下がり、タービン入口温度が設定値に近づく。ＢＣＶ－１を閉じるとその逆のことが起
こる。
【００２９】
　ところで、発電機９が並列される電力系統には、高温ガス炉システム１以外の発電所の
交流発電機が多数並列されている。そして、電力系統における電力の需給バランスは、電
力系統の実周波数が既定の周波数（日本国内であれば、５０Ｈｚまたは６０Ｈｚ）を維持
するように、給電指令所が火力発電所や水力発電所に対して行なうボイラーの燃焼量や水
車の水量の調整によって保たれる。従って、高温ガス炉システム１で原子炉２の出力や熱
利用系３の熱需要が変動した場合に生ずる発電機９の出力変動は、電力系統における発電
所間の相互調整作用により、高温ガス炉システム１以外の発電所へ吸収される。
【００３０】
　よって、高温ガス炉システム１は、例えば、給電指令所から電力需要に伴う発電機９の
出力上昇の要請を受けた場合、自身の支配下にある熱利用系３の熱需要を減らすことによ
り発電機９の出力を上昇させ、電力需要に応えるわけであるが、その場合、以下のような
現象が生じる。
【００３１】
　すなわち、高温ガス炉システム１では、電力需要の増大に対応して熱利用系３の熱需要
を減らすと、タービン入口温度が上昇しないようにＢＣＶ－１が開動作する。熱利用系３
における熱需要は、熱利用系３の運転状態を変更することにより調整され、例えば、熱利
用系３が水素製造プロセスを司るものであれば、水素の製造量を増減することにより調整
される。熱利用系３の運転状態は、遠隔信号などによって自動的に変更されてもよいし、
運転員による手動操作で変更されてもよい。
【００３２】
　ここで、原子炉出力制御系は、原子炉出口温度を主要な入力信号とし、中性子計装の出
力を補助的な入力信号として、制御棒の位置を調整している。従って、ＢＣＶ－１が開動
作した場合に、一次冷却材のインベントリが固定されていると、原子炉２を通過する一次
冷却材の流量の低下に伴う原子炉出口温度の上昇を抑制するべく、原子炉出力制御系によ
る制御棒の挿入が行なわれて原子炉２の出力が降下する虞がある。換言すると、一次冷却
材のインベントリが固定されていると、ＢＣＶ－１が開動作した場合に、熱利用系３の熱
需要の減少に伴う余剰熱量によって発電機９の出力が上昇している間に、原子炉出力制御
系による制御が行われて原子炉２の出力が降下してしまう虞がある。よって、ＩＣＶ－１
が無いと、熱利用系３の熱需要あるいは電力系統の電力需要が変化する場合に、原子炉２
の出力を一定に保てない場合がある。
【００３３】
　そこで、この高温ガス炉システム１では、ＢＣＶ－１の開度変更に伴って変動する、原
子炉２を通過する一次冷却材の質量流量の変動量を補償するべく、ＩＣＶ－１で一次冷却
材の量を調整して、原子炉２を通過する一次冷却材の質量流量の一定化を図っている。高
温ガス炉システム１の各プロセス値の変化やＩＣＶ－１、ＢＣＶ－１の動作の流れを図２
に示す。ＢＣＶ－１の開度が変更されても原子炉２を通過する一次冷却材の質量流量が一
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定であれば原子炉出口温度は変化しないので、原子炉出力制御系による原子炉２の出力変
更も行なわれない。
【００３４】
　ここで、ＩＣＶ－１の制御は、原子炉２を通過する一次冷却材の質量流量を一定にする
ことで原子炉２の出力の安定化を図ることを目的としているが、原子炉２の出力制御に比
べてＩＣＶ－１による制御は緩慢である。そこで、ＩＣＶ－１は、一次冷却系５の系統圧
力が、発電機９の出力と一次冷却系５の系統圧力との相関関係を規定したマップと、電力
計から得られる発電機９の実電気出力あるいは目標電気出力との関係に基づいて特定され
る系統圧力になるよう、ヘリウムガスの充填や排出を行う。ヘリウムガスは、圧力と密度
が比例関係にある理想的な気体である。ＩＣＶ－１は、発電機９の出力が上がる場合に一
次冷却系５内にヘリウムガスを注入し、発電機９の出力が下がる場合に一次冷却系５内の
冷却材を排出する。
【００３５】
　この高温ガス炉システム１によれば、ＩＣＶ－１およびＢＣＶ－１の動作を組み合わせ
た制御方式を用いているため、タービン８のエネルギー変換効率を高いまま維持した状態
で迅速に負荷追従を行うことが可能となる。すなわち、本制御方式によれば、電力系統の
電力需要あるいは熱利用系３の熱需要に応じた負荷追従運転時においても、熱利用系３と
ガスタービン発電系４が消費する熱の総量を一定に保ち、原子炉２の出力を一定に維持す
ることができる。本制御方式は、原子炉２を通過する一次冷却材の質量流量を一定に維持
するので、原子炉出力制御系による制御棒を用いた原子炉出力の変更が無く、原子炉出口
温度を一定に保持することが可能である。更に、本制御方式を用いることにより、タービ
ン入口温度およびタービン８の前後の圧力比を含めたガスタービン発電系４の運転条件を
一定に保持することが可能である。
【００３６】
　負荷追従時においても制御棒の位置が変更されずに原子炉２の定格出力運転が維持され
、原子炉出口温度が一定に保たれるため、炉内構造物に対する熱応力の発生を低減可能で
ある。さらに、タービン入口温度やタービン８の前後の圧力比等のガスタービン発電系４
の運転条件が保持されることから、タービン８や圧縮機１０の空力性能について最適条件
を維持することが可能である。すなわち、負荷追従運転時において、高い発電効率を維持
することができることから、高い経済性を得ることができる。
【００３７】
　熱利用系３とガスタービン発電系４の熱負荷が変動した場合の、高温ガス炉システム１
のプロセス値の変化のシミュレーション結果を図３のグラフに示す。図３は、定格熱出力
が０．６ＧＷｔの原子炉２が１００％で運転しており、定格熱消費量が１７０ＭＷｔの熱
利用系３が１００％で運転しており、その結果、定格電気出力が２８０ＭＷｅのガスター
ビン発電系４が６４％で運転している場合（以下、状態１という）において、給電指令所
から１００％の電力を出力されたい旨の要請があった場合のプロセス値の変化を示してい
る。
【００３８】
　高温ガス炉システム１は、状態１において、電源制御装置を介した給電指令所からの指
令信号或いは電話を介して、給電指令所から電気出力の上昇の命令を受けると、発電機９
の目標電気出力（１００％）とマップとに基づいて決定される系統圧力になるよう、ＩＣ
Ｖ－１による一次冷却系５のインベントリの調整（ヘリウムガスの一次冷却系５への注入
）を開始すると共に、熱利用系３の停止操作を開始する。
【００３９】
　ＩＣＶ－１による一次冷却系５のインベントリ調整とＢＣＶ－１によるバイパス流量の
調整により、原子炉２を流れる一次冷却材の質量流量は３３０ｋｇ／ｓに保たれたまま、
タービン８に流入する一次冷却材の質量流量や圧力は増加する。
【００４０】
　熱利用系３の熱需要を７分程度で１７０ＭＷから０ＭＷへ到達させた場合（以下、状態
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２という）でも、原子炉出口温度はほとんど９５０℃のままに維持され、タービン入口温
度も８５０℃のままに維持されている。状態２において、発電機９の電気出力は、定格の
２８０ＭＷｅになる。また、一次冷却系５の系統圧力は５ＭＰａから７ＭＰａに上昇する
。
【００４１】
　なお、給電指令所からの命令が解除されて発電機９の電気出力を降下させることが可能
になった場合、或いは、給電指令所から電源制限命令があって電気出力を降下させる必要
が生じた場合、高温ガス炉システム１は、発電機９の目標電気出力とマップとに基づいて
決定される系統圧力になるよう、ＩＣＶ－１による一次冷却系５のインベントリの調整（
一次冷却材の排出）を開始すると共に、熱利用系３の起動操作を開始する。この結果、熱
利用系３の起動によってプロセス熱交換器７における熱交換が始まり、タービン入口温度
が一定になるようにＢＣＶ－１が閉動作し始める。そして、ＩＣＶ－１による一次冷却系
５のインベントリの調整が完了する頃には、ＢＣＶ－１も完全に閉まることになる。
【００４２】
　図４は、第二実施形態に係る高温ガス炉システム１０１の構成を示す。この高温ガス炉
システム１０１は、最適な負荷追従運転のため、複数のインベントリ調整弁やバイパス流
量調節弁を追加したシステム構成としている。以下、第二実施形態に係る高温ガス炉シス
テム１０１について、第一実施形態に係る高温ガス炉システム１との相違点を中心に説明
する。
【００４３】
　第二実施形態に係る高温ガス炉システム１０１は、既述したＩＣＶ－１やＢＣＶ－１の
他、ＩＣＶ－２～４、ＢＣＶ－２～５を備える。ＩＣＶ－２，３は、ＩＣＶ－１の代替用
として使用される弁であり、圧縮機１０の吸込側と吐出側の圧力差を利用して一次冷却系
５内の一次冷却材のインベントリを調整する。ＩＣＶ－２～４は、ＩＣＶ－１と同様に、
一次冷却系５内にある一次冷却材のインベントリを調整して、原子炉２を通過する一次冷
却材の質量流量の一定化を図るものである。
【００４４】
　ＩＣＶ－２は、ヘリウム貯蔵タンク１３Ａ，Ｂに貯蔵されたヘリウムガスを、再生熱交
換器１１と冷却器１２との間の一次冷却系５配管へ注入する弁である。ヘリウム貯蔵タン
ク１３Ａ，Ｂは、一方が高圧で他方が低圧になっている。ＩＣＶ－２は、ヘリウム貯蔵タ
ンク１３Ａ，Ｂのうち高圧の方のタンクの経路を開くことで、一次冷却系のインベントリ
を増やす。
【００４５】
　ＩＣＶ－３は、圧縮機１０と再生熱交換器１１との間の一次冷却系５配管から一次冷却
材を排出する弁である。ＩＣＶ－３は、ヘリウム貯蔵タンク１３Ａ，Ｂのうち低圧の方の
タンクの経路を開くことで、一次冷却系のインベントリを減らす。
【００４６】
　ＩＣＶ－４は、ＩＣＶ－１の代替用として使用される弁であり、タービン８と再生熱交
換器１１との間にある分岐配管を介して、一次冷却系５のインベントリを調整する。一次
冷却系５内へヘリウムガスを注入する場合に、タービン８の下流側にあるＩＣＶ－４であ
れば、タービン８の上流側にあるＩＣＶ－１に比べて低圧でヘリウムガスを注入できる。
【００４７】
　ＢＣＶ－２は、原子炉２をバイパスする経路にある開度調整可能な弁であり、プロセス
熱交換器７に流入する一次冷却材の温度を調整する。原子炉２を出た一次冷却材に、原子
炉２に入る前の低温の一次冷却材を注入することにより、プロセス熱交換器７に流入する
一次冷却材の温度を下げることができる。このため、ＩＣＶ－１やＢＣＶ－１が作動して
原子炉出口温度が変動しても、プロセス熱交換器７における熱交換量を安定させることが
できる。原子炉出口温度は、原子炉出力制御系による制御棒の位置調整によって一定に保
たれるものの、原子炉２の熱容量が大きいため、その変動は比較的緩慢である。この点、
プロセス熱交換器７に流入する一次冷却材の温度をＢＣＶ－２で調整すれば、原子炉出口
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温度の変動に対して鋭敏に追従できる。
【００４８】
　ＢＣＶ－３は、圧縮機１０の出口側と冷却器１２の入口側とを繋ぐ経路にある開度調整
可能な弁である。ＢＣＶ－３は、圧縮機１０を出た一次冷却材の一部を冷却器１２で冷や
した後、再び圧縮機１０へ吸込ませることにより、圧縮機１０の負荷を調整するものであ
り、タービン８の回転数が一定になるように弁開度を調整することで、タービン８の調速
機（ガバナ）として機能する。例えば、電力系統の事故などでタービントリップが起きた
場合、発電機９の遮断器が開放されてパワーロードアンバランス状態になることにより、
原子炉２がスクラムすると同時にタービン８がオーバースピードになり得るが、ＢＣＶ－
３がただちに閉じられることで圧縮機１０の負荷が増大し、タービン８の回転数が抑制さ
れる。また、発電機９を電力系統へ並入する場合に、ＢＣＶ－３の開度を調整することで
、タービン８の回転数を電力系統の周波数に揃速できる。また、電力系統に周波数変動が
あった場合に、タービン８が規定の回転数を保つようにＢＣＶ－３が動作するため、各発
電所のタービン制御装置と協調して系統周波数の安定化に寄与することができる。
【００４９】
　なお、発電機９の極数を２極とし且つ発電機９を並列する電力系統の周波数を６０Ｈｚ
としているため、タービン８の定格回転数は、毎分３６００回転としている。しかし、発
電機９を並列する電力系統の周波数が５０Ｈｚであれば、タービン８の定格回転数は、毎
分３０００回転となる。但し、圧縮機１０とタービン８、或いはタービン８と発電機９と
の間に変速機が設けられている場合、タービン８の回転数の制御目標値は変速機の変速比
に応じて決定できる。
【００５０】
　ＢＣＶ－４は、圧縮機１０の出口側とタービン８の入口側とを繋ぐ経路にある開度調整
可能な弁である。ＢＣＶ－４は、圧縮機１０を出た一次冷却材の一部をタービン８へ吸込
ませることにより、タービン入口温度を補助的に調整するものである。ＢＣＶ－４は、Ｂ
ＣＶ－１とほぼ同様の機能を奏するが、ＢＣＶ－１によってタービン８へ送り込まれる一
次冷却材が再生熱交換器１１によって加熱されているのに対し、ＢＣＶ－４によってター
ビン８へ送り込まれる一次冷却材は再生熱交換器１１によって加熱される前のものである
。よって、タービン入口温度の調整に寄与することができる。
【００５１】
　ＢＣＶ－５は、圧縮機１０を出た一次冷却材の一部を、タービン８と再生熱交換器１１
とを繋ぐ経路へ流す開度調整可能な弁である。ＢＣＶ－５は、タービン８を出た再生熱交
換器１１に流入する一次冷却材の温度を調整するものである。
【００５２】
　この高温ガス炉システム１０１によれば、熱利用系３の熱需要や電力系統の電力需要の
変動に対応して、原子炉２およびプロセス熱交換器７のバイパス流量と原子炉２の質量流
量を変える場合に、プロセス熱交換器７や再生熱交換器１１に流入する一次冷却材の温度
を安定させることができるため、各プロセス値を大きく変動させることなく安定的な負荷
追従運転をすることができる。
【００５３】
　なお、本願で開示する高温ガス炉システムは、原子炉および熱利用系をバイパスする冷
却材のバイパス流量および冷却材のインベントリを制御することが可能であれば如何なる
態様であってもよく、上記各実施形態に係る高温ガス炉システム１，１０１が有するＩＣ
Ｖ－１～４やＢＣＶ－１～５のような調整弁によって制御されるものに限られるものでは
ない。例えば、ＩＣＶ－１～４に代わって、一次冷却系５の何れかの箇所から分岐する配
管に接続された圧縮機や真空ポンプなどの機器類により、一次冷却系５内のインベントリ
を調整するものであってもよい。
【００５４】
　また、本願で開示する高温ガス炉システムのガスタービン発電系は、横置き式のみなら
ず、縦置き式であってもよい。
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【符号の説明】
【００５５】
１，１０１・・・高温ガス炉システム
２・・・原子炉
３・・・熱利用系
４・・・タービン発電系
５・・・一次冷却系
６・・・二次冷却系
７・・・プロセス熱交換器
８・・・タービン
９・・・発電機
１０・・・圧縮機
１１・・・再生熱交換器
１２・・・冷却器
１３Ａ，Ｂ・・・ヘリウム貯蔵タンク
ＩＣＶ－１～４・・・インベントリ調整弁
ＢＣＶ－１～５・・・バイパス流量調節弁

【図１】 【図２】
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